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Abstract
   Since the founding of the People’s Republic of China in 1949, floods 
and earthquakes have been the main natural disasters. The costlier disas-
ter has always been flooding, with the exception of the 2008 Sichuan 
earthquake.
   The floods that struck parts of China in 2016 were some of the worst 
since 1954 and 1998. Due to the influence of El Nino, China endured 
substantial seasonal “Mei-Yu” rainfall that led to a dramatic worsening 
of flooding along the Yangtze River basin.
   This paper introduces the characteristics and causes involved and out-
lines the flood damage. The paper also examines the role of volunteers. 
During the flooding season millions of volunteers were engaged in dam-
ming efforts. While many of the theoretical frameworks for volunteering 
have been developed and empirically tested in the West and Japan, vol-
unteering in non-Western countries, such as China, is relatively limited. 
Nevertheless, in recent decades enormous efforts have been made by the 
Chinese government to encourage and support volunteering among its 
citizens, especially the youth. Chinese youth are volunteering in greater 
numbers in response to these initiatives. This paper seeks to understand 
the impact of these contextual differences on volunteering, such as with 
the lead of the government, or through semi-governmental leadership 
and voluntary participation type.
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はじめに
　中国にとって最も甚大な自然災害は洪水である。1978 年の中国改革開
放以来、4000 年に一度
1）
といわれた 2008 年の四川大地震（69,227 人死亡、
19,701 人行方不明）を除くと（図 3 参照）、ほとんどが洪水による災害である。
自然災害による直接の経済損失は、2008 年は 1 兆 1,752 億元、2015 年は
2,704.1 億元に上り、自然災害が経済発展に与える影響は無視できない。
　2016 年 7 月にも、歴史的な豪雨により長江流域で広範囲な大洪水が発
生した。4 月から降った積算雨量が最近の 20 年間で最も多くなった。中
国の民政部は洪水や土砂災害に巻き込まれた死亡者数は 237 人、行方不明
者は 90 人以上にのぼると発表した。これは 1954 年、1998 年に続く 3 番
目の被害規模であり、南部の湖北省、安徽省、貴州省、雲南省など広範囲
にわたる地域に深刻な被害をもたらした。
　古来より洪水と干ばつに悩まされてきた中国の統治者にとって何よりも
重要なのは治水と利水である。
　本稿では、長江流域で発生している大規模な洪水の原因と特徴、および
被害概要について考察し、災害に対応するための中国の災害救援体制およ
び災害救援ボランティアについて明らかにする。
　まず、第 1 章では洪水災害に遭った長江の概況を説明し、中国の治水、
利水の背景を紹介する。第 2 章では長江流域はなぜ洪水が発生するかにつ
いて、①長江の土砂堆積要因、②気候と地形の要因、③大水を分散させる
遊水地の面積減少要因の 3 点を説明する。第 3 章では中国の大洪水災害お
よび洪水防止策を説明する。次いで、第 4 章では自然災害に対応する中国
政府災害救援体制と対策、および危機管理体制の構築と防災・減災救援体
制における政府の政策を考察する。第 5 章では中国の災害ボランティアを
取り上げ、政府主導型ボランティア、動員型ボランティア、自主参加型ボ
ランティアの特徴を考察する。そして、おわりに、考察の過程で知り得た
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災害救援の現状をも視野に入れつつ、中国における災害救援の問題点なら
びにボランティアが抱える問題点を整理し、今後への展望を述べる。最後
の付表に中国における最近 100 年の大洪水災害についてデータで示した。
第 1 章　長江の概況と古代の治水・利水
第 1節　長江の概況
　長江は、チベット高原の北東部に源を発し、青海省の南端付近では金沙
江と呼ばれ、その後、多くの支流の流入を経て重慶、武漢等を経由し、上
海から黄海とシナ海に注ぐ中国最長の大河である。その流域面積は約 181
万 km2、長さが約 6,300km で、流域面積、長さは共に世界第 3 位である
2）
。
　「龍の子孫」と自らを称する中国人にとって、長江は特別な存在である。
それは、長江が龍の姿に似ていることによる。
　長江経済地域の中心地である重慶は龍尾、武漢は龍腰、上海は龍頭とい
われている。この重要な商業都市に面しているほか、流域面積は国土面積
（960 万 km2）の約 19％を占め、中国の 19 の省と自治区をまたがり、その
流域には人口の約 3 分の 1、4 億 5,000 万の人々が暮らしている（中国河湖
図 1　長江流域
出所：〈http://tieba.baidu.com/p/2025422065〉（アクセス 2016/8/6）。
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大典編纂委員会、2010）。
第 2節　中国古代の治水と利水
　⑴　大禹治水
　古代中国の三皇五帝と呼ばれる伝説の王たちは黄河を制することで洪水
を防ぎ（治水）、農業・都市用水を確保して（利水）、強力な国家を創った
と伝えられている。
　神話の時代から歴史時代にかけて、中国には夏・商（殷）・周という三
代の王朝があったとされている。夏王朝は紀元前 2100 年ころから紀元前
1600 年ころ、初代王の「禹」から末代の「桀」まで 17 代、ほぼ 471 年続
いたと中国の歴史書には記録されている。この夏王朝を開いた人物が禹で
あった。
　父の「鯀」の治水事業が失敗した後を受け継いで、治水に当たったのが
息子の禹であった。治水事業や自然観察の経験を蓄積することによって、
父が用いた正面を塞ぐ方法の「堵」よりも、分水・誘導する「疏」の方法
が水の性質に適合しており、「疏」こそが治水の基本であるとして治水事
業を成し遂げ、この方法が今日まで続いている。
　⑵　世界遺産 　 都江堰灌漑施設
　古来から、長江流域は洪水と干ばつに悩まされてきた。このため、紀元
前 250 年前後、秦国の国王は、蜀の地にある長江の支流である岷江の主流
に大水利施設の「都江堰」を建造した。その後この地域は安定的な農業生
産が可能となり、中国有数の大穀倉地帯へと変貌を遂げた。
　当時、蜀郡が置かれた成都平原では毎年のように洪水が起きていた。そ
の原因は、チベット高原からもたらされる氷河や雪解け水が岷江に一気に
注ぎ込むためであった。一方、干ばつの原因は、大河がいずれも成都平原
の脇を流れていたが、その流水を成都平原に引き込むことができなかった
ことによる。
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　このため、紀元前 256 年から、秦の昭王（秦始皇帝の祖父）は蜀郡の太
守・李冰氏に洪水を防ぐための水利の建設工事を命じた。李冰は息子・李
二郎氏とともに、民衆を率いてこの大型水利工事に着手した。李冰は岷江
の流れを二つに分割するアイデアで、ダムを造らず分水する「魚嘴」、土
砂を排出する「飛沙堰」、江水を運河へ導水する「宝瓶口」という 3 つの
堤防状の構造物による「都江堰」を建造した。都江堰は洪水防止、灌漑、
舟運（船による交通や輸送）の効果を兼ね備え、完成から 2250 年を経た現
在でも独特な水利施設として「鎮川之宝（川を治める宝）」と称され引き継
がれている。
　そして、「都江堰灌漑施設」は、2000 年に文化遺産として世界遺産に登
録された。
第 2 章　長江流域はなぜ洪水が発生するか
　長江は便宜的に上流域、中流域、下流域に 3 区分される。上流域は、江
漢平原から宜昌までで長さ約 4,500km、流域面積約 100 万 km2 である。中
流域は、宜昌から鄱陽湖の湖口までで長さ約 950km、流域面積約 68 万 km2
である。下流域は、湖口から河口までで、長さ約 850km、流域面積約 12
万 km2 である。中流域と下流域は河川の氾濫が多い地域で、特に中流域
の枝城市から城陵磯市の間は荊江と呼ばれ、河川延長は約 340km で堤防
としては「荊江大堤」があり、大洪水の氾濫地域である。
　長江の中下流域における河川の氾濫については、次の 3 つの主たる要因
とチベット高原からの氷河の雪解け水、さらに夏季の大雨による大量の流
水が原因と考えられる。
　① 流域は急勾配だが、中下流域は河床勾配が緩いため土砂が堆積し河床
を上げてしまう。
　② 河床勾配が緩いため流水が溜まり易く、大水の発生には対応できない。
　③ 大水を分散させる遊水地の面積が減少している。
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第 1節　長江の土砂の要因
　長江と黄河は中国における代表的な二大河川である。
　黄河は「文明の母なる河（母親河）」と呼ばれ、途中黄土高原一帯の土
壌が原因で黄色がかった色をしている。黄河は古代から「河水」と呼ばれ、
戦国時代は「濁河」とも呼ばれる。黄河は黄土高原を経由するため、増水
期に上流からの土砂が一気に押し流されることが原因で、下流に行けば行
くほど黄色くなり、唐時代に正式に「黄河」と名付けられた。また、土砂
堆積により毎年、河床が上昇し、堤防より 10m も低い地域があるなど「地
上懸河」とも呼ばれる（林・李著、中川訳、1985）。
　一方の長江も、黄河より土砂濃度は低いが、チベット高原からの雪溶け
水や降水量が多く、中下流域では土砂堆積により毎年 1～10cm 河床が上
昇し、洪水の危険性を高めている。これに対して、政府は堤防の嵩上げ対
策などを講じているが、これにも限界があり黄河と同様に「地上懸河」と
も呼ばれる（林・李著、中川訳、1985）。
　宋時代・蘇軾は「大江東去」の詩で、「大江東去，浪淘盡……驚濤拍岸，
卷起千堆雪（大江は東に去り、浪は淘い盡くす、……驚濤は岸を拍ち、卷き起
こす千堆の雪）。」と当時の長江の水を雪のような色として歌った。また
1956 年当時のカリスマリーダー毛沢東は、「萬里長江橫渡，極目楚天舒。
不管風吹浪打，勝似閑庭信步（万里の長江を橫渡し、楚天のひろきを極目す。
風吹き、浪打つもかまはず、閑庭を歩むに信ずることよりも勝る）。」と長江で
泳いだあと、この詩を詠った。したがって、1956 年までは長江も泳げな
いほど濁っていなかったと推察される。
　林・李によると、「1950 年代長江土砂観測地である湖北省の宜昌處のデ
ータでは、単位土砂の平均値は 1.17kg/m3 であった。1982 年の観測デー
タでは、水の流量は4,500億m3、運びえる土砂の量は8億トンである」（林・
李著、中川訳、1985）。単純計算では、単位土砂の平均値は 1.8kg/m3 になり、
50 年代の 1.54 倍に増えた。
　筆者は 2014 年長江を訪ねた際、支流の香溪と主流の長江三峡との合流
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点を見ると、清い香溪水と黄色い長江水が合流することが一目瞭然であっ
た。長江は第二の黄河と言っても過言ではない。
第 2節　気候と地形の要因
　長江の年間降雨量は、主に太平洋の亜熱帯高気圧の移動に伴って変化す
る。一般的に 5 月から 6 月にかけて長江の下流側から雨季に入り、亜熱帯
高気圧が北西方向に移動することで中流域や上流域も雨季となる。その結
果、例年はまず下流域に大雨が降り、そのあと亜熱帯高気圧の移動に合わ
せて中流域に、そして最後に上流域に大雨が降る。このように順番に大雨
が降り、時には小さな洪水が発生するが大洪水にはならない。
　しかし、エルニーニョさらに、ハイパーエルニーニョの影響を受けると
下流域では雨季に雨が降らず、6 月から 8 月に長江中流域で長期にわたっ
て大雨が降り、大洪水の原因の一つとなる。
　また、長江主流は上流域の河床勾配が急になっており、洪水の危険性は
高くない。一方、中下流域は平原河川で河床勾配が緩くなり、洪水時の水
位のピークが高くなるため洪水対策の要点となる。長江の水資源は中国の
他の河川と比較しても豊富で、黄河と比較すると、流域面積 2.5 倍、平均
年流量 14 倍となっている。流域面積が大きく流れ込む支流が多いため、
危険水位のピーク時の数が多く、高水位で持続時間が長いことに特徴があ
る。「例えば、宜昌より下流の主要な流量観測所では、平均 2 年に 1 回ピ
ーク流量が 50,000m3/s を超えている。1981 年の洪水の時、持続時間は短
いもので 7～10 日。また、1954 年洪水および 1998 年中国大洪水の時、長
いものでは 1 カ月にわたる」と専門家が指摘している（吉谷ほか、2004）。
　中流域は長江が肥沃な土砂を長年にわたり氾濫・堆積させて形成された
沖積平野であり、中国の農業生産の 30％以上を占め、昔から「両湖（湖南
省と湖北省）熟せば天下足る（両湖熟則天下足）」といわれる穀倉地帯である。
しかしながら、洪水の危険性と背中合わせでもある。
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第 3節　湖や遊水地の面積減少の要因
　長江の中下流域には大水を分散させる湖や遊水地がある。遊水地は洪水
の危険が発生した時には、大量の流水の受け皿として利用されてきた。
　長江流域は、大きく 11 の水系から構成される。そのうち内訳は、右岸
は 4 水系（太湖水系、鄱陽湖水系、洞庭湖系、烏江水系）、左岸は 3 水系（汊
江水系、嘉陵江水系、岷沱江水系）からなる。そして主流は 4 水系（下流区間、
中流区間、上流区間、金沙江水系）に区分される。流域の中にはたくさんの
淡水湖があり、中でも、洞庭湖と鄱陽湖が最大である（林・李著、中川訳、
1985）。
　中国における五大淡水湖の一位、二位である湖南省の洞庭湖と江西省の
鄱陽湖はどちらも長江と連結しているため、洪水に対する調整機能を発揮
する。しかし、洞庭湖は中国で最も面積の大きい淡水湖で、「八百里洞庭
（中国では 1km=2 里）」と言われるほどであったが、長江からの年間約 1 億
4,000 万トンにものぼる土砂流入によって縮小が進み、現在では鄱陽湖に
つぐ大きさとなっている。また、農業用地として利用が進み、さらに面積
は縮小している。
　建国間もなく、膨大な人口をもつ中国にとっては食糧増産運動が死活問
題であり、当時は広大な農耕用地を新たに生み出す必要があった。
　もともと中国の長江流域には自然の湖や遊水地が出来ていたため、遊水
機能によって洪水を防止する効果がある。洞庭湖と鄱陽湖は大雨が降ると
北岸は堤防で守られているので水は南岸にくる。少し距離は離れているた
め、洞庭湖と鄱陽湖に注がれた水が徐々に引き、ここに運ばれてきた土砂
が堆積していく。遊水機能を保つためには、ここに堆積した土砂を取り除
かなければならないが、これを農耕用地として開墾したため、遊水機能を
低下させる結果となった。
　洞庭湖の面積は 2010 年時点で 2,060km2 で、建国当時 1949 年の 4,350km2
と比べると 47％に減少している。図 2 に示すように、1950 年代に急激に
減少していることが分かる。これは建国後の食糧増産の時期に相当してい
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出所： 李（2012）と『地理 e 週刊』、〈http://e.dili360.com/ezhoukan/052/ 
683.shtml〉　（アクセス 2016/9/1）。
図 2　洞庭湖清朝末以来面積の推移
68
る。湖は干拓されて狭くなり、食糧増産運動から巨大河川の遊水地が耕地
として開発されたことの弊害が出てきて、淡水湖の容量と面積の減少が洪
水につながっていることは確かである。
第 3 章　中国の大洪水災害
　中国には地理的条件、気象条件のために洪水被害を受けやすい地域が存
在し、なかでも長江流域は大規模洪水の多発地帯で、20 世紀では 1954 年
および 1998 年に数十年に一度の規模の大洪水に見舞われた。
第 1節　長江流域の大洪水災害
　⑴　1954 年 8 月長江・淮河大水
　長江の中下流域および淮河全流域において、1954 年 8 月に大洪水が発
生した。長江の中下流域は 317 万 ha、淮河全流域は 475.5 万 ha の農地が
被害を受けている。1,888 万人が被災し、3 万人以上が死亡した。災害救
援のため 1,000 万人が動員された。
　⑵　1998 年 8 月中国大洪水
　1997 年 5 月－1998 年 5 月にわたって、最近 50 年における最も大きなエ
ルニーニョが発生した。洞庭湖周辺、鄱陽湖周辺および湖北省の各長江支
流流域は 1931 年、1954 年に発生した洪水以来の最大級の災害となった。
198 万 ha が被害を受け、2 億 2,300 万人が被災し、死者は 4,150 人
3）
倒壊家
屋 685 万棟、直接経済損失は約 2,551 億元。災害救援には 800 万人動員さ
れた。
　⑶　2016 年 7 月の大洪水（まだ命名されていない）
　2016 年 7 月にも、長江流域で歴史的な豪雨により広域で大洪水が発生
した。4 月から降った積算雨量が最近の 20 年間では最も多くなった。中
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国の民政部は洪水や土砂災害に巻き込まれた死亡者は 237 人、行方不明者
は 90 人以上にのぼると発表した。この洪水は 1954 年、1998 年に続く 3
番目の被害規模で数十年に一度の大洪水となり、流域にあたる中国南部の
湖北省、安徽省、貴州省、雲南省など広範囲の地域に深刻な被害をもたら
した。また、全国規模の洪水被害を引き起こし、1,192 県で洪水・冠水被
害が発生、6,121 万人が被災し死者は 612 人、行方不明は 192 人、33.7 万
の家屋が倒壊、729.1 万 ha の農地が被害を受けている。直接経済損失は
2,331 億元となった（中国最近 100 年洪水災害は付表参照）。
第 2節　洪水防止策
　長江の洪水における大きな問題点は、中下流域の洪水ピーク時における
流下能力が完全に不足していることである。
　また、中国中部に位置する湖南省、湖北省、江西省は、治水インフラの
整備が遅れており、特に洪水被害が深刻な地域であった。特に 1998 年に
図 3　1998 年以降自然災害による死亡人口および直接経済損失
出所：中国民政部のデータより筆者作成。
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発生した大洪水は洞庭湖および鄱陽湖の水位上昇ならびに流入河川の水位
上昇、さらには長江主流の水位の上昇が引き起こされたことにより、堤防
の随所で漏水し、江西省九江では漏水が原因で長江本川の堤防が決壊して
甚大な被害をもたらした。
　洪水被害が大きくなった原因としては、
　①堤防の老朽化や手抜き工事に由来する治水能力の低さ
　②ポンプ場等の都市排水設備の未整備
　③上流の森林伐採による保水機能の低下
　④湖沼の干拓等による洪水調整機能の低下
等が挙げられている。
　1998 年の大洪水を受けて、中国政府は中長期的な洪水予防策として長
江上流の天然林の伐採を全面的に禁止し、流域遊水池の湖水面積の回復を
目的とした工事を 1998 年以降実施する等、国家をあげての洪水調整機能
の回復につとめていた。
　こうした自然災害による直接経済損失は、2008 年は 1 兆 1,752 億元（当
時のレート換算約 17 兆 4,752 億円）、2015 年は 2,704.1 億元（約 4 兆 1,473 億円
4）
）
に上り、自然災害が経済発展に与える影響も無視できない（図 3 参照）。
　なお、中国の有識者から長江の洪水防止策として以下の 7 点が挙げられ
ている（吉谷ほか、2004）。
　①長江の主流における堤防の高さおよび強度が不十分である。
　②本流・支流の洪水調整機能が不十分である。
　③遊水地の運用管理体系が不十分である。
　④科学的・包括的な都市の水防体系の構築が必要である。
　⑤ 流れの管理を強化する必要があるということから、流下能力を増大す
る必要がある。
　⑥ 上流域の水土流出（土壌と水分損失）防止対策および植林が不十分で
ある。
　⑦ 工事以外の対策に関する研究を進め、その実践的な体系を確立してい
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く必要がある。
第 3節　三峡ダムの建設
　現在、長江流域には約 4 万 5,600 基のダムが存在し、総貯水容量は
1,420.5 億 m3 となる。その内、三峡ダムは、中国で最大規模のプロジェクト
である。長江は世界で四番目の土砂が堆積する川で、川底が上がり堤防を
絶えず嵩上げしてきたが、この嵩上げにも限界があり三峡ダムを建造する
ことになった。
　三峡ダムの建設計画は、1919 年に中国民主革命の先駆者である孫文が、
長江上流の舟運機能の改良および中下流域の洪水防止として提案したのが
発端であり、1919 年に『建国方策』の中で言及している。その後、中国
建国後、1950 年に長江水利委員会が設置され予備調査を開始した。以降、
有識者から建設の賛否を巡り議論が続くが、1992 年「全人代」は三峡ダ
ム着工を賛成 67％で
5）
採択した。そして、1994 年 12 月 14 日に着工、2006
年にダムが完成
6）
、2009 年に全工程が完了し、総工費は 954.6 億人民元に
7）
達
した。三峡ダムが 221.5 億 m3 の貯水容量を持つことにより、十年に一度
規模の洪水が百年に一度の頻度に減少したと伝えられている。
　三峡ダムは、洪水調整機能、水力発電、舟運機能の改良等を主な目的と
した多目的ダムであり、長江の河口にある上海から上流に遡ること約
2,000km、長江の中流の宣昌という都市のやや上流に位置する。その規模は、
堤高 175m、堤頂長 2,309m、堤体積約 2,700 万 m3 の世界最大級の重力式コ
ンクリートダムである。この三峡ダムでは、洪水を防止するために流水の
調整が頻繁に行われている。毎秒 7 万 m3 という大流量が、三峡ダムで毎
秒 3 万 m3 分堰き止められ、ダムからの流出量が毎秒 4 万 m3 までに減少し、
中下流域にもたらされる洪水被害リスクが大幅に緩和された。
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第 4 章　自然災害救援体制および対策
　以下では、1998 年以後の政府の自然災害救援体制および対策について、
防災・減災計画や災害管理体制の面から取り上げる。
　中国の災害管理体制は、政府の統一指導のもと、部門責任分担、災害級
別管理（災害のレベルに対応して各級人民政府が対処する）、属地管理（災害
が発生した地域の政府が対処する）というヨコとタテの管理を原則としている
8）
。
　また、二次災害については、以下の部門が責任を負う。即ち水害・干害
は水利部、地滑りや土石流等の地質災害は国土資源部、海洋災害は国家海
洋局、森林火災は国家林業局、農業病虫害は農業部が主管部門となってい
る。地方の政府にも、これらの部門が設置されているが、各部門は同時に
中央の指導下にある。部門間の調整機構として、国務院の統一指導下に、
中央には国家減災委員会、国家洪水干害防止総指揮部、国務院抗震救災指
揮部、国家森林防火指揮部等が設置されている。地方政府においても、同
様の総合調整機構の設置を進め全国が減災委員会を設立している。
第 1節　中国国家減災委員会の設立
　1989 年 4 月に、国連の「国際防災の 10 年
9）
」のアピールに応じて、「中
国国際減災十年委員会
10）
」が設立され、それ以後、重要な防災・減災計画が
策定されるようになった。
　十年委員会は、国務院の議事調整機構（国務院の複数の行政機構にまたが
る重要な業務について組織間の調整を任務とする機構）として設立され、当
初は民政部、水利部、国家計画委員会
11）
など国務院の各部、委員会や中国赤
十字総会などを含めて 28 の機関の委員で構成されていた。その主な任務は、
国の減災計画の立案、地方政府の災害軽減活動の指導、減災の普及活動等
であった。「国際防災の 10 年」プログラム終了後の 2000 年 10 月に中国国
際減災委員会と改称し、2005 年 4 月にはさらに「中国国家減災委員会」
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と改称した。
　2016 年現在の減災委員会は国務委員（副国家級）王勇を主任とし、事務
局と専門委員会を除く、35 の政府部門や社会団体から構成されている（図
4）。具体的業務は中国民政部において行う。「中国では災害の内容に応じて、
それぞれ政府の各部門が対応するが、複数の部門の協力が必要な場合でも、
それまで全体を調整する組織がなかったため、議事調整機構としての十年
図 4　国家減災委員会の仕組み
出所： 「中国減災網」、〈http://www.jianzai.gov.cn//DRpublish/ 
jggl/00010008-1.html〉。
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委員会の設立の意義は大きいと言えよう」（宮尾、2010）。
第 2節　「中国大洪水」における災害救援活動
　1998 年 8 月に、中国では最大級レベルの洪水が長江と東北の嫩江、松
花江の流域に発生した。後にこの洪水は「中国大洪水」と命名された（付
表参照）。
　この大洪水に対しては、同年春、自然災害管理部門が「今年の夏ごろに
長江流域において大きな洪水が起こる恐れがある」と予報していた。この
ため、中央政府および地方政府は、洪水に対処するための計画修正を組織
的に行うとともに、洪水防止の様々な事前準備を行っていた。さらに「数
十万人の解放軍兵士と武装警察部隊が 800 万人の一般市民と一緒に水防の
前線に立ち、救援作業を行った」（趙ほか、1998）。この災害救援に参加す
る一般市民は自主参加より政府主導および企業単位のボランティアが主に
なっていた。数カ月におよぶ水防作戦の間、各級の政府機関がそのレベル
において責任体制をとり、担当部門間の調整を行った。
　水利部および国家気象局は、タイミング良く降雨量と水位のデータ、お
よび予告と警告を出し、洪水対処計画を発表した。
　信息産業部（現在「工業和信息化部」）は、災害情報が円滑に伝達される
ようにした。
　民政部や財政部は、被災者の食料や衣類、そして避難所を適切に配置す
るために、資金や資材を災害援助用に配分した。
　審計署は、援助資金や資材が完全に災害地域で使われているかどうかを
確認するための監督を強化した。
　農業部は、農家が農産物の生産を増やすよう、作物の作柄予想や疾病・
害毒対策、また動物や家禽類の伝染病の治療といったものを強化するため
に活発な計画準備を行った。
　国土資源部は、洪水期間中の地理的災害防止のための観測を強化した。
　衛生部は、中央および地方レベルから医療チームを派遣し、洪水地域の
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伝染病予防を行った。
　国家経済産業委員会（現在「国家発展和改革委員会」）は、救援物資を生
産し配送するように関連部局を組織化し、調整を行い、食料やテントそし
て電気の供給を保証し、洪水被災地域での安全な生産を確保すると同時に
企業が生産を回復するための電力供給を増やした。
　交通、公衆の安全、監督を担当する部署は、水防人員や援助物資の円滑
な配送を保証した。また、これらの部署は、様々な違法行為や秩序を乱す
行為の監督を強化し、水防や救援作業で罪を犯した者を厳しく罰した。
　科技部は、科学や技術を応用して救援活動を行った。
　計画、水源、建設を担当する部署は、水資源保護のためのインフラの建
設や災害後の移住のための投資を大幅に増やした。
　一方、地方の省市県鎮の政府部門は、洪水の発生前に水防チームを結成
し、堤防を高く強化し、また洪水防止や洪水に備えるための資材を貯えた。
洪水の危険地帯となるような箇所には堤内地に水防用の石材が常時準備さ
れ、樹林帯が設けられている。例えば、武漢市では堤防内と堤防外とを行
き来するために、ゲートが所々に設けられており、コンクリート製の角落
しをはめ込み、土嚢を周辺に積んで止水している。
第 3節　危機管理体制の構築における災害の防災・減災救援体制
　中国では、2003 年の SARS の発生を契機に、国家として危機管理体制
の構築に力を入れ、応急対策マニュアルを作成し、これに基づき地方政府
や各部門でも応急対策計画が作成されるようになった。
　2006 年 1 月 8 日には「国家突発公共事件総体応急対策計画」が公布、
施行された。ここでいう突発公共事件は、自然災害、事故、保健衛生事件、
治安事件の 4 種類で、これらに対応するために国家総体応急対策計画、国
家専項応急対策計画、国務院部門応急対策計画、地方応急対策計画、企
業・事業単位応急対策計画という 5 段階の応急対策計画の体制が示された。
　自然災害に関する国家専項応急対策計画としては、「国家自然災害救助
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応急対策計画」、「国家洪水干ばつ防止応急対策計画」、「国家地震応急対策
計画」、「国家突発地質災害応急対策計画」、「重大・特大森林火災処置応急
対策計画」、「国家気象災害応急対策計画」等
12）
が公表され、これらに対応す
る地方の応急対策計画も策定が進められた。
　国務院弁公庁は 2011 年 12 月 8 日、「国家総合減災（2011－2015）計画」
を公布し、防災能力を向上させる方針を打ち出した。同計画の 8 項目の防
災目標や 10 項目の主要任務、8 項目の重大プロジェクトからなっている。
その内容は次の通りである。
　⑴　防災・減災の 8 項目にわたる防災目標
　1 ．自然災害による年平均死亡者数を 5 年前の「第 11 次 5 カ年」期に比
べて顕著に減少させる。GDP に占める災害による直接経済損失額を
1.5％内に抑える。
　2 ．各省・自治区・直轄市において災害を受けやすい市、県（区）は、
減災総合協調体制を構築する。
　3 ．国家総合減災・リスク管理情報共有プラットフォームを建設し、国
家級被害状況モニタリング・警報・評価・緊急援助指揮体系を構築する。
　4 ．災害発生から 12 時間以内に避難者に食物や飲料水、衣料品、医療面
での救援や避難住宅などの基本的な生活支援を行う（筆者注：第 11 次
5 カ年の標準では 24 時間以内対応）。
　5 ．災害で損壊した民家の復興・再建は、規定の建築基準レベルを達成
する。
　6 ．災害救援ボランティア人数は 275 万人に達成する。特に若者を中心
にして災害救援の教育を普及する。
　7 ．総合減災モデル地区を 5,000 カ所創設する。地域コミュニティは少
なくても一人の災害救援担当者がいる（筆者注：第 11 次 5 カ年の標準では、
減災モデル地区は 1,000 カ所、85％のコミュニティがボランティアセンター
を設立）。
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　8 ．災害救援メカニズムをさらに一歩前進させる。
　⑵　防災・減災の 10 項目にわたる主要任務
　1 ．自然災害モニタリング・警戒・予報能力の構築を強化する。
　2 ．自然災害情報マネジメントとサービス能力の構築を強化する。
　3 ．自然災害リスクマネジメント能力の構築を強化する。
　4 ．自然災害の総合防止・防護能力の構築を強化する。
　5 ．都市・農村地域の減災能力の構築を強化する。
　6 ．自然災害緊急対応と災害復興能力の構築を強化する。
　7 ．減災科学技術支援能力の構築を強化する。
　8 ．巨大災害に対する総合対応能力の構築を強化する。
　9 ．人材と専門チームが建設することを強化する。
　10 ．減災科学普及広報能力の構築を強化する。
　⑶　防災・減災の 8 項目にわたる重大プロジェクト
　1 ．全国重点区域の総合災害リスク・減災能力調査プロジェクト。
　2 ．国家災害救援リスクマネジメント情報システムの構築プロジェクト。
　3．国家総合災害の緊急救助体系システム構築プロジェクト。
　4．中央レベルにおける災害救助物資備蓄体系構築プロジェクト。
　5 ．衛星による減災構築プロジェクト。
　6 ．災害防止シミュレーションシステム建設プロジェクト。
　7 ．総合地域社会減災能力構築モデル、避難場所設立プロジェクト。
　8．減災科学普及広報教育プロジェクト。
第 4節　中国における災害規模の判断基準と発令権限
　中国政府は、2008 年に国家レベルとして対応すべき自然災害に対して、
4 段階に分類し緊急救助指揮体制を作成した。災害規模の判断基準と発令
権限は以下の通りである。
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　4 級緊急発令対応する災害被害レベル（次官級対応）
　　①死亡 30 人以上、50 人以下。
　　②避難人口 10 万人以上、30 万人以下。
　　③家屋被害 1 万棟以上、10 万棟以下。
　3 級緊急発令対応する災害被害レベル（副大臣級対応）
　　①死亡 50 人以上、100 人以下。
　　②避難人口 30 万人以上、80 万人以下。
　　③家屋被害 10 万棟以上、15 万棟以下。
　2 級緊急発令対応する災害被害レベル（大臣級対応）
　　①死亡 100 人以上、200 人以下。
　　②避難人口 80 万人以上、100 万人以下。
　　③家屋被害 15 万棟以上、20 万棟以下。
出所： 中国民政部（2008）『自然災害緊急援助工作規定』より筆
者加筆作成。
図 5　災害救援判断基準と発令権限
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作成し、国務院への直接報告。
責任：災害レベルの分析・評価、
災害救援対策案作成。上級主管
への報告。
責任：災害救援対策案の審
査。次官への報告
責任：災害救援対策案の2度目
審査。1~3級発令の提案、4級発
令の決定。副大臣への報告。
責任：1級災害救援対策案の3
度目審査。3級発令の決定。大
臣への報告。
責任：1級発令の承認。2級発
令の決定。災害救援責任者へ
の報告。
責任：1級発令の決定。
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　1 級緊急発令対応する災害被害レベル（副総理大臣級対応）
　　①死亡 200 人以上。
　　②避難人口 100 万人以上。
　　③家屋被害 20 万棟以上。
第 5 章　中国におけるボランティア
第 1節　中国式政府主導型ボランティアの由来
　大洪水発生に際しては、長江の中流と下流流域の一般市民数百万人を動
員して、軍隊と一緒に長江沿岸の堤防補強工事に当たらせ、水防の前線に
立ち、救援作業を行っている。
　中国において、「ボランティア」がいかに位置づけられてきたかを歴史
的に振り返ると旧ソビエト連邦の「土曜日ボランティア活動（星期六義務
労働
13）
）」から発祥し、後に現代的意味でのボランティア活動は、「雷鋒精神」
というスローガンのもとに、政府主導の宣伝活動によって推進された「官
製・半官製動員型ボランティア」活動が基盤となっていると考えられる。
　⑴　「土曜日ボランティア活動」 　 旧ソビエト連邦
　旧ロシアの「十月革命」成功後の 1919 年 4 月 12 日、モスクワ鉄道分局
機関車倉庫の共産党員 13 名と現場作業員 2 人が一晩の義務労働（無給）
で 3 台の機関車を修復した。その後、再び義務労働を組織し 205 人の参加
によって、一日で機関車 4 台と車両 17 両を修復した。これは、日常勤務
よりも 270％も高い仕事量で大幅な生産効率を上げたことになった。この
ような義務労働が、ソビエト連邦の所々で活発になり「土曜日ボランティ
ア活動（星期六義務労働）」と命名された。
　レーニンは、この活動を「偉大な試み」と称賛し全ての青年団員にモス
クワ鉄道分局の作業員に習うよう呼びかけ、「土曜日ボランティア活動」
を奨励した。そして、1920 年 5 月 1 日、当時のソビエト政権は全国で「土
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曜日義務労働」を展開し、いつしか「土曜日ボランティア活動」は国民の
社会的責任として行われるようになった。
　そして、この「土曜日ボランティア活動」物語はソビエト連邦から中国
に伝わり、やがて 60 年代から中国の小学生のテキストに載るようになった。
　⑵　「雷鋒精神」 　 中国
　中国では、ソビエト連邦から伝わった「土曜日ボランティア活動」が「社
会主義核心価値観」の向上を図るため、さらに国産のボランティア精神で
ある「雷鋒精神」と融合させ、ボランティア活動を推奨した。
　この「雷鋒精神」の由来は、湖南省出身の雷鋒の名前を採ったもので、
彼は 1957 年に中国共産主義青年団に入り、中国各地の農場や工場などで
奉仕活動を続け、そして 1962 年 8 月 15 日、遼寧省撫順市で作業中発生し
た事故により死亡した。まだ 22 歳の若さであった。死後、毛沢東から、
雷鋒は軍人の思想的モデルとして大きく取り上げられ、国の為、他人の為
に尽くした人物として後に神格化されるようになった。そして、1963 年 3
月 5 日、毛沢東によって、全国で「雷鋒に学ぼう（向雷鋒同志学習）」運動
が始められ、この「雷鋒精神」は後の文化大革命中に各種新聞、学校教科
書などで盛んに用いられ、雷鋒は模範兵士として祭り上げられ無私の象徴
となった。
　1997 年 4 月 21 日に、中央直属の機関として「中央精神文明建設指導委
員会」が中央宣伝部の上位に設立され、現在共産党ナンバー 5 の劉雲山が
主任を務め「全国文明シティの建設」、「雷鋒精神の伝承と奉仕活動」等の
キャンペーンを全国で開催し続けている。
　また、2012 年は雷鋒没後 50 周年祭に当たり、人民日報、中国中央電視
台は雷鋒キャンペーンを新たに始めた。また、中央宣伝部は「雷鋒精神実
践」の記者会見を開催し、「雷鋒の共産党、国家、社会主義に対する熱愛
を人々は学ぶべきだ」と訴え、雷鋒精神を伝承し大いにボランティア活動
に参加しようと呼びかけた。
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第 2節　中国における動員型ボランティア
　中国には、現在ボランティア活動を指す言葉として、「志願服務」「志願
者活動」がある。大きくは、「ボランティア支援組織や学校を基盤とした
ボランティア活動（青年志願者活動）」と「地域コミュニティを基盤とした
ボランティア活動（社区志願者活動）」の 2 種類に分けられる。
　1994 年 12 月 5 日に設立された「中国青年志願者協会」（Chinese Young 
Volunteers Association, CYVA）は、NPO 法人として中国全土において青
年志願者活動を支援するボランティアセンターとして機能している。この
志願者活動の活発性と中国社会での認知度の高さにおいては、ボランティ
ア支援組織の中では群を抜き、全国規模の組織として現在法人会員 36 団体、
在籍ボランティア会員 4,043 万人を抱えている。現在の会長は劉淇で北京
市の党書記引退後現職に就いている。
　この動員型ボランティア活動を、いかに評価するべきかという問題があ
る。例えば、毎年 3 月 5 日の「雷鋒に学ぶ日」には、一般市民が地域コミ
ュニティを中心にして公園や街路の掃除、老人ホームを慰問するなどのボ
ランティア活動を行っている。このような政府が主導するボランティアの
限界性、強制性や形式主義などに対して批判の声がしばしばあがっている。
　しかしながら、宮崎幸雄は「CYVA に対する評価にはこうした厳しい
批判があるものの、中国社会において、ボランティア推進機関として、中
心的な役割を果していることには疑問の余地はない」と述べている（宮崎、
2013）。
第 3節　中国における自主参加型ボランティア
　⑴　2008 年四川大地震による災害救援ボランティア
　2008 年の四川大地震においては、政府や軍隊のみならず、自主的に多
くの市民や民間団体も救援活動に参加し、復興に大きな貢献をなした。民
間による救援ボランティアは、これまでにない規模で 300 万人
14）
と膨らみ、
被災地に駆けつけ、救援・支援に携わった。
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　その代表的団体としては、被災現地で災害救援活動を行う「遵道鎮志願
者協調弁公室」でその中心にあるのは「友成企業家扶貧基金会」である。
また、本拠地を成都市におき、被災地への物質調達を行う「5･12 民間救
助服務中心」や「NGO 四川救災連合弁公室」もあげられる。
　一方、日本においては、在日中国人留学生の組織「全日本学友会
15）
」（筆
者は当時の副会長）により全国で募金活動が行われ、1 億 3,000 万円の義援
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金が集まった。この義援金は全額在日中国大使館を通し被災地へ寄付され
た。その内、7,170 万円は汶川県雁門小学の復興支援へ、2,500 万円は北川
チャン族自治県香泉郷中心小学校の復興支援へ回された。香泉郷中心小学
校のデザインは、東京大学の藤井明教授が全日本学友会の委託を受け、ボ
ランティアで設計案を提供し、四川大学の「建築景観設計センター」がこ
の設計案を元にして完成させた（写真は 2009 年 9 月筆者が「全日本学友会」
とともに北川チャン族自治県香泉郷中心小学校視察時に撮影）。
　⑵　中国のボランティア元年
　そして、前述した四川大地震が 5 月 12 日に発生した後、3 カ月後には
北京オリンピック・パラリンピックが開催され、オリンピック会場での
10 万人のボランティア、40 万人の都市部でのボランティア、100 万人の
社会組織ボランティアが大会を支え、多くの中国メディアは 2008 年が中
国の「ボランティア元年
16）
」であると大々的に報じた。
　中国におけるボランティア意識の高まりを受け、2009 年 2 に月「中国
ボランティアサービス基金会」、2011 年 4 月に「中華志願者協会（China 
Volunteers Association, CVA）」が設立され国内でボランティア活動を行っ
てきた各団体、各組織が全国的・組織的な活動モデルを模索し始めた。
　また、中国では近年、慈善事業が急速に発展している。中国における年
間義援金の寄付は、1998 年の 69.5 億元から 2015 年には 654.5 億元に増え
た（図 6 参照）。特に、四川大地震の発生した 2008 年は、年間寄付総額が
780 億元に達した。
　民政部による「社会サービス発展統計報告」によると、2015 年末まで
に設立された義援金の応募先は全国で合計 30,000 箇所に及んでいた。各
級政府が受け取った年間直接的義援金は 654.5 億元（うち民政部門が直接受
け取った義援金は 44.2 億元）に上り、支援物資 4,537 万点、相当額は 5.2 億
元である。図 6 から 2008 年以降、社会から受け取った義援金・支援物資
は大幅増加傾向にあることが分かる。
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　一方で、災害救援に伴い、「地震災害救援赤十字会による地震被災地へ
の募金呼びかけ」の架空口座による募金活動や中国扶貧基金会の名をつけ
た偽募金活動などの募金詐欺、寄付の強要をはじめ慈善事業をめぐる不正
行為やトラブルが発生していた。
　これをきっかけとして、2016 年 9 月 1 日から施行された「中華人民共
和国慈善法」の基本原則では「合法・自発性・誠実・非営利の原則を守り、
社会道徳に背かず、国家の安全に危害を与えず、公共の利益および他人の
合法的権利利益を損なわないことを基本原則とする（第 4 条）」と定められ、
定期的な募金活動実施状況などの情報公開が慈善団体に義務付けられ、資
格を持たない個人による公開募金活動の禁止などがその主な内容となって
いる。
おわりに
　本稿は特に洪水被害が大きい長江流域で発生している洪水の原因と特徴、
被害について考察し、それに伴う災害に対する国家と社会の関係に着目し
ながら中国での災害救援ボランティア活動を考察した。
図 6　1998 年以降の災害に対する義援金・支援物質の状況
出所：中国民政部のデータより筆者統計作成。
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　河川の洪水対策については、近年の異常気象がもたらす大雨によって、
堤防の嵩上げ、湖や遊水地の活用では対応できない状況が発生している。
今後は、中国では環境対策の実施によりさらに充実させ事前対応を早期に
実施すると共に、遊水地を増やし流水の分散を図る政策が望まれる。
　中国におけるボランティアは、旧ソビエト連邦からもたらされたボラン
ティアの概念を「雷鋒精神」に融合させ、政府主導の動員型ボランティア
や CYVA などの NPO 法人による動員型ボランティアとして発展してきた。
　中国においてはまだ貧困層が多く、ボランティア活動は自由な時間を作
れる人や金銭的に余裕がある人が中心とならざるを得ないが、それでも洪
水災害のような大きな災害発生に際しては、一般市民の災害救援に圧倒的
な役割を果たしてきた。
　ボランティアは、次の 3 つの要素を持つ。「1．自発性（自らの意志で行
う責任を持つ）2．無償性（物質的見返りを求めない）3．公益性（他者の利益
をもたらす）」（栗田、2015）。中国洪水災害救援に参加する体験を基に、自
然災害さらに福祉におけるボランティア活動にも参加する一般市民も多く
なるだろうと推察される。それは、ボランティア活動は、豊かな人間性が
育まれる結果があるからと言える。
　2008 年の四川大地震においては、政府や軍隊のみならず多くの市民や
民間団体などの救援ボランティアの出現があり、被災者救援・被災地復興
に大きな貢献をなした。また、近年においては、経済の発展と共にコミュ
ニティを基礎にした一般市民のボランティア活動および民間企業単位によ
る自主ボランティア活動などの動きがみられる。さらに現在、ボランティ
ア活動に対する市民の関心と参加は、災害救援だけでなく介護支援、地域
でのボランティア活動など少しずつ日常の市民生活の中に根付いてきてい
る。
　今後、中国でも民間ボランティア団体が増加すれば、それに比例して活
動内容も多岐にわたり発展していくものと思われる。しかしながら、いわ
ゆる「官営」でない草の根の民間ボランティアがどの程度まで増大してい
86
くかは、民間主導による結社設立のハードルが高い中国では政府の政策変
更に依存せざるを得ない。
　中国での災害に対する防災・減災救援活動に参加するボランティアの動
向が注目される。
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注
1 ）　「ネイチャー」に掲載された北京大学教授で中国地震局地質研究所客員研究
員の沈正康（Zhengkang Shen）を含む研究グループの論文によると、「得ら
れた断層データから地盤の変形速度を計算でき、それにより地震の周期を割
り出すことも可能だ」と説明した。「四川大地震の場合は、1000－2000 年周
期の断層とその数倍の周期をもつ断層が組み合わさって起こったことから、
同規模の地震の周期は 4000 年になる」と指摘している。
２）　流域面積ではアマゾン川約 705 万 km2、ナイル川約 301 万 km2 で、長さは
アマゾン川約 7,000km、ナイル川約 6,600km。
３）　2006 年 8 月、当時中国民政部の災害救援司王振耀司長は自然災害による国
民の死亡者数は隠蔽の必要がないと指摘している（新華網北京 2006 年 8 月
17 日）。
４）　換算レートは 2008 年は 1 元 14.87 円、2015 年は 1 元 15.34 円で換算。
５）　出席者 2,633 名、賛成 1,767 名、反対 177 名、棄権 664 名、無投票 25 名。
６）　2006 年 5 月 21 日の人民日報で「8 分間の竣工式」と報道した。
７）　三峡ダム建設後の追加資金は除外。
８）　中国の地方行政は、省級、市（地区）級、県級、郷鎮級の 4 階層に分けら
れる。
９）　「国際防災の 10 年」（International Decade for Natural Disaster Reduction, 
IDNDR）は、1990 年からの 10 年間に、世界の自然災害の軽減を図るという
活動で、1987 年 12 月の国連総会でその宣言が採択された。
10）　十年委員会の活動については「中国国際減災十年報告」『中国減災』9巻4号，
1999.11，pp. 8-17 を参照。
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11）　国家計画委員会は、1998 年に国家発展計画委員会と改称。その後、国家経
済産業委員会と共 2003 年には国家発展改革委員会に改組。
12）　「国家気象災害応急預案」全文は中国気象局のサイトに掲載、〈http://zwgk.
cma.gov.cn/web/showsendinfo.jsp?id=2200〉。
13）　中国は、1994 年公布の労働法では従来の 1 週 48 時間、6 日間労働から 44
時間労働（第 36 条）、隔週休 2 日制の労働時間の短縮を打ち出した。その実
施段階経て、1995 年 5 月 1 日からさらに 1 週 40 時間労働（国務院令第 146 号）
になり、完全週休 2 日制が打ち出された。
14）　四川大地震の一週間後の 5 月 19 日、四川省共産主義青年団委員会によると、
登録したボランティア数は 106 万人に達成した。その後 6 月 17 日の「人民日
报海外版：致敬、中国青年志願者」はボランティア数が 300 万人に上ると報
道した。
15）　1992 年 4 月に立ち上げた在日中国人留学生の最大組織である。
16）　広州中山大学公民与社会発展研究センター主任朱健剛博士は「2008 年は中
国ボランティア元年、中国市民社会元年」と指摘する。〈http://news.163.
com/08/1212/14/4SVIVET7000120GU.html〉（アクセス 2016/9/2）。
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付表　中国近代百年洪水災害年表
年 命名された水害 被害概況
1 1915 珠江大水 広州市街区は 7 日にわたって浸水し、600 万人が被
災し、約 95 万 ha の農地が被害を受けた。死者不詳。
2 1931 長江・淮水大水 湖北省北沙市から上海市までの長江沿岸の主要な都
市はほぼ浸水した。5,127 万人が被災し、973 万 ha
の農地が被害を受けた。武漢市は 100 日以上浸水
し、死者 40 万人以上と推定。
3 1932 松花江大水 ハルビン市は一カ月以上浸水した。約 190 万 ha の
農地が被害を受けた。死者 3 万人以上。
4 1933 黄河大水 黄河下流の南北の両岸 60 数カ所が決壊する。被害
面積 6,600km2。273 万人が被災し、死者 1.27 万人。
5 1935 長江大水 湖北・江西・湖南・安徽四省の 150.9 万 ha の農地
が被害を受けた。1,000 万人以上が被災し、死者
14.2 万人。
6 1938 黄河決壊事件
（花園口）
日中戦争中、河南・安徽・江蘇省にまたがる黄河流
域で 54,000km2 にわたり氾濫し、被災者 1,000 万人
超、死者 89 万人以上と推定。
7 1939 海河大水 800 万人以上が被災し、347 万 ha の農地が被害を
受けた。天津市は一カ月半浸水し、死者 1.33 万人。
8 1951 遼河大水 遼寧・吉林省で 44 万 ha の農地が被害を受け、90
万人近くが被災し、死者 3,100 人以上。
9 1954 長江・淮河大水 長江の中下流域 317 万 ha、淮河全流域 475.5 万 ha
の農地が被害を受けた。1,888 万人が被災し、死者
3 万人以上（注 1）。災害救援 1,000 万人を動員。
10 1958 黄河大水 1,708 村落で洪水・冠水被害が発生、74.08 万人が被
災し、30 万以上の家屋が倒壊、約 304 万 ha の農地
が被害を受けた。京広鉄道 14 日間中断。死者不詳。
11 1975 河南駐馬店ダム決壊
事件
河南省の 29 の県と市、169 万 ha の田畑が水に浸っ
た。60 のダムが決壊。1,100 万人が被災し、倒壊家
屋 596 万戸、牛 30 万頭、豚 72 万頭が死滅し、京広
鉄道の損壊は 102km におよび回復に 18 日、運行停
止は 48 日に達した。経済損失は約 100 億元。死者
26,000 人（注 2）。
12 1981 長江上流流域大水 四川省 138 の県と市、13 万 ha の農地が被害を受け
た。1,500 万人超が被災し、経済損失は約 20 億元、
死者不詳。
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13 1991 淮河・太湖流域大水 淮河全流域 401 万 ha の農地が被害を受けた。5,423
万人が被災し、196 万の家屋が倒壊。死者数不詳。
14 1995 長江および遼河・
松花江流域大水
長江流域の四川・湖北・湖南・江西省で 321.4 万 ha
の農地が被害を受け、8,526 万人が被災。東北地域
の遼寧・吉林・黒竜江省で 223.2 万 ha の農地が被
害を受け、被災者 1,078.6 万人、死者不詳。
15 1996 珠江・長江・
海河大水
全国半数以上の省が被害を受け、311 県が浸水、被
害面積 1,182.33ha。2.67 億人が被災し、直接経済損
失 2,208.36 億元、死者不詳。
16 1998 中国大洪水 長江では 1931 年、1954 年全流域で発生した洪水以
来の最大級の災害。災害救援 800 万人を動員。
315 万 ha の田畑が浸水。198 万 ha が被害。2.23 億
人が被災し、倒壊家屋 685 万棟、直接経済損失は約
2,551 億元。死者 4,150 人。
17 2006 南方 9 省洪水 49 市、266 県、1,196.6 万 ha の農地が被害を受け、
3,137 万人が被災し、倒壊家屋 30.3 万棟、経済損失
は約 168.1 億元。死者 225 人。
18 2007 7 月淮河流域および
南方 11 省洪澇災害
淮河流域および南方 7 省・四川省・山西、陜西、河
南省で 4,223.7 万 ha の農地が被害を受け、6,762.6
万人が被災。経済損失は約 195.9 億元、死者 327 人、
行方不明 87 人。
19 2008 長江沿岸および
雲南省秋季洪水
11 月の豪雨により貴州・広西・湖南・重慶および
雲南省で 421.3 万人が被災し、20 万 ha の農地が被
害を受け、死者 61 人、行方不明 46 人。
20 2010 長江の中下流流域
暴雨洪水
南方の湖北省、安徽省、貴州省、雲南省で 1 億人以
上が被災し、6,766 万 ha の農地が被害を受け、経済
損失 1,287 億元、死者 268 人、行方不明 40 人。
21 2011 6 月南方洪水災害 湖北省、安徽省、貴州省、雲南省など 242.8 万 ha
の農地が被害を受け、4,209.2 万人が被災。直接経
済損失は約483.5億元、死者256人、行方不明72人。
22 2013 12 省洪水災害 395.6 万 ha の農地が被害を受け、5,793 万人が被災。
倒壊家屋 33 万棟、直接経済損失は約 582.7 億元、
死者 237 人、行方不明 218 人。
23 2016 （まだ命名されない） 29 省（自治区・直轄市）1,192 県で洪水・冠水被害
が発生、6,121 万人が被災し、33.7 万の家屋が倒壊、
約 729.1 万 ha の農地が被害を受け、直接経済損失
2,331 億元、死者 612 人、行方不明 192 人。
　出所：中国民政部のデータおよび『中国減災』暦年より筆者作成。
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（注 1）　1954 年の洪水災害損失は中国農業部の災害レポートによるデータであり、「一
部の統計」と指摘されている〈http://zzys.agri.gov.cn/zaihai/data/245.htm〉（ア
クセス 2016/9/1）。
（注 2）　1998 年中国大洪水以前、死亡者数は公式発表しなかった。1999 年水利部の元
部長（大臣）銭正英は『中国大洪水』の前書きで「河南駐馬店ダム決壊事件」に
ついて、2.89 万人の死者があったと触れている。また、中国科学院大気物理研究
所の蔡則怡と趙思雄は 10 万人説。板橋ダムの碑文には「数万人の命」と書かれ、
さらに、2005 年 5 月のテレビ番組「Discovery」の「The Ultimate 10 Techno-
logical Disasters」では一次災害 10 万人、二次災害と合わせて 24 万人としている。
